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平成 14 年４月 11 日 
男女共同参画局推進課 

 
女性委員比率が増加した審議会等について女性委員比率が増加した審議会等について女性委員比率が増加した審議会等について女性委員比率が増加した審議会等について    

 
○○○○    厚生労働省：医道審議会厚生労働省：医道審議会厚生労働省：医道審議会厚生労働省：医道審議会    
（平成 12年 9月末調査 委員総数２１ 女性委員２ 女性委員比率 ９．５％） 
（平成 13年 9月末調査 委員総数３０ 女性委員９ 女性委員比率３０．０％） 
【女性委員登用の際の工夫】  
 調査審議する専門事項に関し，学識経験を有する者を可能な限り幅広い範囲から候補を

募ることにより，女性の委員等候補者を確保することとしている。 

 
○○○○    文部科学省：中央教育審議会文部科学省：中央教育審議会文部科学省：中央教育審議会文部科学省：中央教育審議会    
（平成 12年 9月末調査 委員総数２０ 女性委員４ 女性委員比率２０．０％） 
（平成 13年 9月末調査 委員総数３０ 女性委員９ 女性委員比率３０．０％） 
【女性委員登用の際の工夫】 
・ 生涯学習・社会教育，初等中等教育，高等教育，スポーツ・青少年，マスコミ，経済

界，労働界など幅広く国民の各界各層の中から高い識見を有する者を選任した。 
・ 審議会委員への女性の登用を促進する観点に特に配慮した。 

 
○○○○    農林水産省：食料・農業・農村政策審議会農林水産省：食料・農業・農村政策審議会農林水産省：食料・農業・農村政策審議会農林水産省：食料・農業・農村政策審議会    
（平成 12年 9月末調査 委員総数１５ 女性委員３ 女性委員比率２０．０％） 
（平成 13年 9月末調査 委員総数３０ 女性委員８ 女性委員比率２６．７％） 
【女性委員登用の際の工夫】 
・  省庁再編に伴う審議会の整理，合理化の際に，各局及び食糧庁に設置されていた各審

議会を，当審議会に統合する際，各局及び食糧庁からの推薦委員には，必ず女性を含め

ることとした。 
・  省庁再編に伴う審議会の整理，合理化を契機に，国の審議会で初めて，広く国民の意

見を反映させ，国民の合意に基づいた政策の推進を図る観点から，委員の一部を国民か

ら広く募集することとし，この一般公募の委員の選任には，積極的に女性を選考した。 
応募人数１３３人（１００％）うち女性２８人（２１．１％） 
選考人数  ３人（１００％）うち女性 １人（３３．３％） 
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平 成 1 4 年 ４ 月 1 1 日 
内閣府男女共同参画局推進課 

 
女性人材データベースの属性（平成14年３月現在） 

 
○ 女性人材データベースには，現在1，006人の登録がある。 
○ データの更新は隔年で実施、毎年データの追加を行っており，本人の合意が得られた
場合に登録を行う。 

○ 登録データは，①氏名，②生年月日，③職業・勤務先，④連絡先，⑤学歴，⑥主な職
歴・経歴，⑦専門分野・関心事項，⑧主な論文・著書，⑨その他の主な業績（講演・
講師等），⑩所属学会・団体等，⑪国の審議会等の経験，⑫都道府県等における審議
会等の経験，⑬その他国・都道府県等における研究会等の経験。 

 
１） 専門分野（重複あり） 
 
・男女共同参画・女性問題，社会問題を専門としている者の登録が多い。 
・ 自然科学・技術・産業を専門としている者は２２７人となっているが，情報・通
信・宇宙は５４人であり，科学技術でも分野によってばらつきがある。 

 
                      （登録者の多い順に掲載） 
専門分野 登録人数 専門分野 登録人数 
男女共同参画・女性問題 ４６０人 労働問題 １６９人 
社会問題 ４３９人 家族問題 １５０人 
教育           ３９７人 医学・保健衛生 １４８人 
生活・家事 ２８６人 歴史・地理等 １１０人 
エネルギー・環境 ２７４人 経済・経営・会計等 １０９人 

社会福祉 ２７２人 都市問題  １０８人 

芸術・言語・文学 ２３９人 法律 ８６人 
自然科学・技術・産業 ２２７人 哲学・心理学・宗教 ６６人 
政治・行政 １７９人 情報・通信・宇宙 ５４人 

国際関係 １７３人   
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２） 主な職種 
・ 人文・社会科学関係の大学・短大・高専の教授・助教授・講師が１８５人，自然
科学系の大学・短大・高専の教授・助教授・講師が９７人と高等教育の教員が多
くなっている。 

・ その他では，会社役員が６３名，弁護士が４５名と比較的多い。 
 
政治・行政・司法  ９０人 自然科学 １６５人 

政治関係（国会議員，
地方議会議員） 

６人 大学・短大・高専の教
授・助教授・講師 

９７人 

行政関係（公務員） ２０人 医師・歯科医師 ２３人 
司法関係（弁護士） ４５人 薬剤師 ７人 

 

その他調停委員等 １９人 保健婦・助産婦・看護婦 ７人 
経済・産業 １５４人 

会社の役員，管理職 ８３人 

  

その他技術者・保健医療

関係者 
３１人 

公認会計士・税理士 １３人 文芸・評論・ジャーナリズム・
放送  

８４人 

コンサルタント １０人 
農林・水産業 １８人 

作家・ルポライター・フ
リーライター  

２２人 

 

その他個人業主，通訳等 ３０人 記者・編集者 １５人 
評論家  １４人 教育・社会 １５１人 
アナウンサー・キャスター １１人 

教員（幼稚園・小・中・
高等学校等） 

４３人 テレビ・ラジオプロデュ
ーサー・ディレクター 

 ３人 

教育・労働・女性・社
会福祉関係団体の役職
員 

６４人 

 

その他ジャーナリスト・

解説委員等 
 １９人 

美術 ５５人 

 

その他図書館・博物館
等職員 

４４人 

人文科学 ２０５人 
画家・書家・彫刻家・工
芸美術家・写真家 

１１人  

建築家 ２４人 大学・短大・高専の教
授・助教授・講師 

１８５人 

デザイナー １３人 

 

その他研究者 ２０人 
 

その他芸術家等 ７人 
音楽・舞踏 ６人 スポーツ・生活 １４人 

演奏家・指揮者 ２人 
歌手・声楽家 １人 

スポーツ選手・監
督・団体役職員 

４人  

その他（音楽・舞踏） ３人 その他（スポーツ） ６人 

演劇・芸能 ４人 棋士 ２人 

  

華道・茶道家 ２人  演出家・タレント・モデ
ル等 

４人 
その他 ４４人 

  (注)登録者本人の申告によるため，職種を選択していない者もいる。 


